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京都市では，JR 東福寺駅と京阪東福寺駅周辺の徒歩圏を対象とした地区（以下「東福寺地区」とい

います。）において，駅や周辺の道路，建築物などのバリアフリー化（段差をなくしたり，視覚障害の

ある方を誘導するための点字ブロックを設置することなど）を推進するため，「高齢者，障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律」（いわゆる「バリアフリー新法」）及び「京都市交通バリアフリー全

体構想」（以下「全体構想」といいます。）に基づき，「東福寺地区バリアフリー移動等円滑化基本構想」

（以下「東福寺地区基本構想」といいます。）を策定することとしました。 
その背景と，東福寺地区基本構想の位置付け及びバリアフリー化の目標年次を示します。 

１ 東福寺地区基本構想策定の背景 

（１）交通バリアフリー法の制定 

  ア 交通バリアフリー法制定の趣旨 

我が国では，諸外国に例を見ないほど急速に高齢化が進んでおり，平成２５年（２０１３年）

には国民の４人に１人が６５歳以上の高齢者となる超高齢社会が到来すると予測されています。

また，身体に障害のある方をはじめとする，すべての人が同じように生活し活動できる社会を目

指す「ノーマライゼーション」の理念が浸透してきました。このような背景の下，高齢者や身体

に障害のある方などが自立した日常生活や社会生活を営むことのできる都市環境を整備するこ

とが強く求められている状況で，平成１２年１１月に「高齢者，身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の円滑化の促進に関する法律（いわゆる「交通バリアフリー法」）が施行されまし

た。 

イ 交通バリアフリー法に定められた市町村の取組の内容 

市町村は，１日当たりの利用者数が５，０００人以上であるなどの主要な旅客施設（「特定旅

客施設」といいます。）を中心とし，特にバリアフリー化を推進する必要性が高いと認められる

地区を「重点整備地区」に指定し，重点整備地区ごとに，旅客施設やその周辺の道路及び駅前広

場などのバリアフリー化を重点的・一体的に推進するため，その基本的事項を定めた「移動円滑

化基本構想」を策定することができることとなりました。 

（２）全体構想の策定 

  ア 全体構想策定の趣旨 

京都市では，交通バリアフリー法に規定された移動円滑化基本構想の策定に先立ち，京都市独

自の取組として，全市的な観点から重点整備地区を選定するとともに，重点整備地区以外を含め

た旅客施設や車両及び旅客施設周辺の道路などのバリアフリー化推進に関する指針を定め，平成

１４年１０月に全体構想として取りまとめました。  

イ 重点整備地区の選定 

全体構想では，市内の１０４地区（１２２旅客施設）の中から１４の重点整備地区（２５旅客

施設）を選定しました。そして，平成１４年度の「桂地区」及び「山科地区」，平成１５年度の

「烏丸地区」及び「向島地区」，平成１６年度の「京都地区」及び「嵯峨嵐山地区」，平成１７年
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度の「河原町地区」及び「稲荷地区」，平成１８年度の「桃山御陵前地区」，「京阪五条地区」及

び「七条地区」（「京阪五条地区」と「七条地区」は合同で基本構想を策定）に続いて，「東福寺

地区」において，基本構想策定に向けた取組を開始しました。 

図－１ 重点整備地区の抽出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－１ 重点整備地区と移動等円滑化基本構想策定に向けた取組を開始する時期 

移動等円滑化基本構想

策定に向けた取組を開

始する時期 

地 区 名 旅 客 施 設 名 

桂 地 区 阪急桂駅 
平成 14 年度 

山 科 地 区 ＪＲ山科駅，京阪山科駅，地下鉄山科駅 

烏 丸 地 区 阪急烏丸駅，地下鉄四条駅 
平成 15 年度 

向 島 地 区 近鉄向島駅 

嵯 峨 嵐 山 地 区 ＪＲ嵯峨嵐山駅，京福嵯峨駅前駅，嵯峨野観光鉄道トロッコ嵯峨駅

前期 

平成 16 年度 
京 都 地 区 ＪＲ京都駅，新幹線京都駅，近鉄京都駅，地下鉄京都駅 

河 原 町 地 区 阪急河原町駅 
平成 17 年度 

稲 荷 地 区 ＪＲ稲荷駅，京阪伏見稲荷駅 

桃 山 御 陵 前 地 区 近鉄桃山御陵前駅，京阪伏見桃山駅 

七 条 地 区 京阪七条駅 平成 18 年度 

京 阪 五 条 地 区 京阪五条駅 

京 阪 藤 森 地 区 京阪藤森駅 

東 福 寺 地 区 ＪＲ東福寺駅，京阪東福寺駅 

後期 

平成 19 年度 

伏 見 地 区 近鉄伏見駅 

合    計 14 地区 25 旅客施設 

 

 

●旅客施設(25 旅客施設) 

●旅客施設周辺の道路等 

(14 地区) 

●旅客施設(25 旅客施設) 

に乗入れる車両 

｢重点整備地区候補｣以外の地区 
74 地区(75 旅客施設) 

｢事業者の単独整備地区｣ 
9 地区(13 旅客施設) 

車両の 
整備プログラム 

ソフト施策その他の

整備プログラム
旅客施設単独の

整備プログラム

旅客施設周辺地区単独の

整備プログラム

｢引き続き改善方策を検討する地区｣ 
7 地区(9 旅客施設) 

全地区 
104 地区(122 旅客施設) 

｢重点整備地区候補｣ 
30 地区(47 旅客施設) 

｢重点整備地区｣ 
14 地区(25 旅客施設) 

｢重点整備地区｣の 
整備プログラム 

●市内を運行する全車両 ●「心のバリアフリー」の

 ための施策 
●その他の施策 

 ●旅客施設周辺の道路等 

 (90 地区) 
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（３）バリアフリー新法の制定 

これまで，「交通バリアフリー法」と不特定多数の人が利用する建築物のバリアフリー化を目

的とした，「高齢者，身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（い

わゆる「ハートビル法」）の２つの法律によりバリアフリー化が推進されてきましたが，交通バ

リアフリー法施行後５年が経過し，平成１７年７月に策定された「ユニバーサルデザイン政策大

綱」に方向付けされているような，より一体的・総合的なバリアフリー施策を推進するため，「交

通バリアフリー法」と「ハートビル法」を統合・拡充した「バリアフリー新法」が平成１８年１

２月に施行されました。 
京都市では，これまで，交通バリアフリー法による全体構想に基づいて重点整備地区を選定し

ており，順次，移動等円滑化基本構想を策定してきております。そのため，基本的には全体構想

を踏襲し，バリアフリー新法により拡充された以下の内容に沿った基本構想の検討を行うものと

します。 
 

「バリアフリー新法」に盛り込まれた新たな内容 

対象者の拡充 
身体障害者のみならず，知的・精神・発達障害などすべての障害者を対

象 

対象施設の拡充 
これまでの建築物及び交通機関に，道路・路外駐車場・都市公園・福祉

タクシーを追加 

基本構想制度の対象エ

リア拡充 

バリアフリー化を重点的・一体的に進める対象エリアを，旅客施設まで

含まない地域まで拡充 

基本構想策定の際の当

事者参加 

基本構想策定時の協議会制度を法定化 

住民などからの基本構想の作成提案制度を創設 

関係者の責務規程 

施策の持続的かつ段階的な発展（スパイラルアップ） 

心のバリアフリーの促進 

移動等円滑化に関する情報提供の確保 
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２ 東福寺地区基本構想の位置付け 

（１）東福寺地区基本構想の内容 

東福寺地区基本構想は，高齢者や障害のある方などの日常生活や社会生活における移動上及び施

設の利用上の利便性，安全性の向上の促進を図る環境整備の一環として，関係者が互いに連携し，

JR 東福寺駅・京阪東福寺駅及び周辺の道路，建築物などのバリアフリー化を重点的・一体的に推

進していくため，その基本的事項として，京都市基本計画や京都市都市計画マスタープランなどの

上位計画や関連計画とも整合を図りながら，バリアフリー化を推進していくに当たっての基本方針

や今後実施すべきバリアフリー化事業の内容などを定めたものです。 
 

（２）東福寺地区基本構想に基づくバリアフリー化の推進 

今後，東福寺地区基本構想に基づき，公共交通事業者，道路管理者，京都府公安委員会などが，

施設や設備の改善事業を実施していきます。また，市民，公共交通事業者，行政機関などが互いに

連携したソフト施策を展開し，国民すべての責務である「心のバリアフリー」を推進していきます。 
施設や設備の改善事業のうち，以下の主要な事業（「特定事業」といいます。）については，東福

寺地区基本構想策定後，それぞれ構想に即した事業計画（「特定事業計画」といいます。）を作成し，

バリアフリー化の技術基準である「移動等円滑化基準」に適合させて，原則として，目標年次まで

に事業を完了させなければなりません。 

ア 「公共交通特定事業」 

公共交通事業者が旅客施設内において実施するエレベーター，エスカレーターその他の移動等

円滑化のために必要な設備の整備に関する事業のうち，必要性及び緊急性の高い事業や低床車両

の導入など 

イ 「道路特定事業」 

道路管理者（京都市）が実施する道路の段差や勾配の改善などの移動等円滑化のために必要な

事業のうち，必要性及び緊急性の高い事業 

ウ 「交通安全特定事業」 

京都府公安委員会が実施する視覚障害者用付加装置（音響装置）の設置などの移動等円滑化の

ために必要な事業のうち，必要性及び緊急性の高い事業 

 

 

また，その他，建築物の所有者が実施する，視覚障害者誘導ブロックの改良等のバリアフリー

化事業が挙げられます。 
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３ 目標年次 

バリアフリー化事業の完了目標年次は，平成２２年（２０１０年）を基本とし，以下の区分に基づ

いて事業を実施していきます。  

（１）特定事業の目標年次 

特定事業の完了目標年次は，平成２２年（２０１０年）とします。 
 

（２）特定事業以外の事業の目標年次 

特定事業以外の事業については，可能な限り平成２２年（２０１０年）までに完了するよう努め

るとともに，平成２３年以降を含めた長期的な取組も進めていくこととします。 
 

図－２ 東福寺地区基本構想に基づくバリアフリー化の推進の流れ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

公共交通特定 
事業の実施 

(公共交通事業者) (道路管理者) (京都府公安委員会) 

(可能な限り平成２２年までに完了) 
特定事業の完了 

(目標年次:平成２２年)

移動等円滑化基本構想策定 

(平成２０年９月) 

道路特定 
事業の実施 

公共交通特定 
事業計画作成 

道路特定 
事業計画作成 

交通安全特定 
事業計画作成 

特定事業以外の 
事業の実施 

長期的な取組

交通安全特定 
事業の実施 


